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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

中間連結会計期間
第33期

中間連結会計期間
第32期

会計期間
自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年12月31日

売上高 （千円） 237,415 148,316 417,090

経常損失（△） （千円） △210,865 △377,165 △1,094,080

親会社株主に帰属する中間(当期)純

損失(△)
（千円） △219,790 △408,251 △1,105,888

中間包括利益又は包括利益 （千円） △171,979 △432,694 △1,069,309

純資産額 （千円） 1,492,937 907,322 699,928

総資産額 （千円） 1,905,499 1,216,935 1,195,301

１株当たり中間(当期)純損失（△） （円） △5.04 △7.80 △25.27

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.9 73.8 57.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △168,936 △237,745 △662,304

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） － △29,838 △1,906

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 83,749 524,654 171,221

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 305,074 323,552 90,703

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間(当

期)純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況につきましては、次のとおりであります。

 

（継続企業の前提に関する重要事象等について）

　当社グループは、前連結会計年度において、前々年度から続いている半導体のダブつきと民生半導体の需要減によ

る工場稼働率の低迷が長引いたことの影響を受け、売上・受注時期がずれ込み、売上高は417,090千円となりまし

た。また、資産の健全性を確保するために棚卸資産の評価損を計上したことに伴い、売上原価が増加し、営業損失

1,083,829千円、経常損失は1,094,080千円、親会社株主に帰属する当期純損失1,105,888千円を計上いたしました。

また、営業キャッシュ・フローは、662,304千円のマイナスとなりました。

　前連結会計年度においては、AI関連半導体が集中する米州が前年比45.2％増と突出した成長となり、1,951億2,300
万米ドルに達したのにひきかえ、非AI領域市場に偏重する日本を含むアジア、欧州の成長は前年比8.1％減と伸び悩
みました。この状況を受け当社の注力する中国・台湾市場においては、多くの半導体製造工場で生産調整から新規設
備投資を凍結しておりました。当中間連結会計期間においては、１月から６月において（主に2025年１月から３月の
半ば頃から）多くの半導体生産工場は、生産調整を終了し正常化に向けて装置稼働率も順次上昇しております。当社
としては、このように装置稼働率が戻りつつあることを受け、４月から６月にかけて半導体市場の本格回復を期待し
ておりましたが、半導体製造工場各社の製造装置稼働率の状況は、力強さに欠け新規設備投資には依然として慎重な
姿勢が崩れず、未だ様子見の状況が続いております。2025年６月のEETIMES社の分析（データは世界半導体市場統計
「WSTS」）によると、2025年の半導体市場は２桁成長が期待されるものの当社が所属する「非AI領域」は地政学リス
クの影響が色濃く弱含みとの予測が続いております。2025年度の半導体市況として、具体的には、世界半導体市場全
体では前年比11.2％増の7,008億7,400万米ドルに達する見込みではありますが、主には生成AI関連半導体の底上げの
要因となっており、一方、AI以外の分野（民生、産業、車載）においては、米国の関税政策リスクの影響も無関係で
はなく、特にスマートフォンや家電、車載向け半導体の回復は国家間の政策に左右される面があるとし、通年では依
然弱含みとした予測であります。そのような中、当社がビジネスを展開する市場領域における顧客の状況は、いまだ
新規投資には慎重さはあるものの徐々に上昇に向かいつつあり、概ね下期以降に発売が予定される次世代スマホやPC
から順次新機能が搭載されることから、工場の稼働率の正常化、新規投資が期待されつつあります。

　以上より、当中間連結会計期間の売上高は148,316千円にとどまり、営業損失376,817千円、経常損失377,165千

円、親会社株主に帰属する中間純損失408,251千円を計上しております。また、営業キャッシュ・フローは、237,745

千円のマイナスとなりました。

　上記のとおり、継続的な営業損失及び営業キャッシュフローのマイナスが発生している状況にあり、当社グループ

には継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社グループはこうした状況を早期に解消又は改善すべく、以下の対応策を継続して実施しております。

 

事業施策

１．市場動向と中国市場での営業活動について

　2024年度大きく期待された半導体市場の回復はAI関連の大きな躍進が目立ちましたが、上述のように当社が所属す

る「非AI領域」は力強さが無く低迷いたしました。各半導体生産工場の装置稼働率は昨年に比較し上昇しております

が、上昇幅は限定的となっております。足もとの2025年１月から６月の市場の情勢としては、AI関連は順調に推移し

たものの、民生、産業やEVに関しては内燃機関からの移行機運の出鼻を挫くEV離れが発生、車載関連半導体までも含

む各社の製造装置稼働率は大きく低迷、市場は力強さを欠き、特に新規設備投資は様子見の状況が続きました。従い

まして、顧客の状況は、新規投資に依然として慎重さはありますが、上述のように次世代情報端末の発売に向け、半

導体チップの需要は上昇基調にあり、工場の稼働率の正常化、新規投資の計画も顧客から少しずつ聞こえてくるなど

年後半に向けて前向きな状況となりつつあります。

　当社グループが「主力装置」と位置付けるディスプレイ・ドライバーIC検査装置は、液晶パネルに使われるディス

プレイ・ドライバーIC（ディスプレイに絵や文字を表示するIC）の検査に使用されており、また、それら情報機器で

はディスプレイ・ドライバーICだけではなく、当社が得意とするCMOSイメージセンサーICと検査用高精度光源装置

（TOF機能搭載）、制御用ロジックICなど多種にわたる周辺半導体デバイスが使われております。現状、足元では上

述のように新規設備投資は足踏み状態が続いておりますが、中期的には需要も戻り更に大きな伸びが期待される分野

です。

　当社市場領域においては、米国トランプ政権の関税政策等に世界が揺さぶられている状況ですが、地政学的な状況

を勘案してもなお、現状においては、半導体の製造工場数や製造量で中国市場を無視できない状況です。当社として

は引続き中国半導体市場をメインターゲットとした販売戦略を推し進めてまいります。新戦略として、2025年初頭か

ら推し進めている中国の当社グループ関連企業との開発、製造並びに営業活動においてより密接に連携を取り、顧客

における新規投資のタイミングを逃さず中国市場攻略を進めてまいります。

　また、当社の100%中国製造子会社「偉恩測試技術（武漢）有限公司」（以下、「ウインテスト武漢」という。）の

営業体制を見直し、上述のように、当社グループ会社の営業力を活用し中国・台湾において、グループ力による受注

を強化します。また、営業とアフターサポートセクションである「テスト技術部」との情報共有を促進し、より顧客

に寄り添った営業活動を図ってまいります。工場運営では、現地出張を含む積極的な日本からの応援を行い、顧客対
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応力（クレーム解決力）の強化、更なる最終組立工程の製造品質の向上に取り組み、中国国内市場への深耕を図って

まいります。

　上述のような理由から、当中間連結会計期間においては、受注は低迷いたしましたが、当社のハイエンド主力検査

装置「WTS-577SX」並びに普及版の「WTS-577SR」、そしてフラッグシップとなる3,500チャンネル越えの能力を持つ

「WTS-9000」を主軸として市場攻略をしてまいります。なお、受注済み案件は下期中の売上を予定しております。

 

２．技術開発の強化

　先端ロジック半導体検査装置に搭載される先進機能（I/O 1024チャンネル、デジタルスピード1.6Gbps）に関して

は、2024年12月のセミコンショーにて発表をいたしましたWTS-577SX、WTS-9000等に注力したため、現状一時ストッ

プさせ、予定を遅らせておりますが、次世代LCDデータキャプチャーボードとともに2025年中に再度スタートをかけ

直し、2026年度上半期中には販売の開始を計画しております。また、引続き次世代向け機能として超高速デジタルパ

ターンスピード発生装置USDRとして4.0Gbpsを発生する高速リソースの開発は継続中ですが、2026年夏までには開発

を終了し、顧客への提供を開始する予定です。

　また、新たな収益の柱を構築するための成長戦略として、AI関連分野に直接結びつき引続き、市場拡大が見込まれ

るシステムオンチップ(SoC)市場に進出するために、当社グループがこれまで培ってきた検査技術や画像処理技術、

高精度センサー技術、データ解析技術を応用し、且つ当社並びにウインテスト武漢の技術陣に加え、当社グループ企

業との開発連携を行い実現いたします。

　パワー半導体向け検査装置の市場は一時的なEV離れにより停滞気味ですが、中長期的には、今後とも安定的な伸び

が期待できる分野です。現在2026年末を目途に設計と開発に日々邁進しております。

　また国内市場に目を向けると、汎用デジタル市場の検査分野、ハイエンドCMOSイメージセンサー分野、そして2027

年までにデバイス検査の新たなアプローチとして注目の集まるSLT（システムレベルテスト）に対応する検査装置の

開発を有力顧客との連携のもとに完了いたします。

 

３．隣接領域の展開と製品化

　特許である自重補償機構技術（以後、「MGC技術」と言う）を使ったトラック用テールゲートリフターについて
は、慶應義塾先端科学技術研究センターと共同開発を進めており、最終段階に入っております。これは、昨年に話題
となった2024年問題で揺れる「物流業界」において、主流となっているテールゲートパワーリフター（重量物荷役補
助装置）に代えて、モーターや油圧を利用せず安価に利用できる荷役装置としての実用化を行うものです。並びに同
MGC技術を使った昇降機能付き台車の製品化を考えており、2025年10月26日に開催される全日本トラックショーに展
示することを目標に開発製造を進めております。
　株式会社TAOS研究所と連携のもと進めております脈波（BCG,ECG)を利用したヘルスケア管理システムは、バイタル
センサー部分に新型のものを採用し改善を行い、病院で取る心電図相当のデータ取得を可能とするなど、検査精度の
向上、分析機能の改善改良と強化を進めております。なお、一部機能につき現在最終の実装を行っており、量産の準
備を行っており、８月より量産に入る計画です。ただし、当初は生産数量の関係があるため、販売方法に関しまして
は一部の有力代理店を通じた販売方式を考えております。
　次に当社独自で進めておりました水素ナノバブルイオン洗浄水製造装置に関しましては、2025年６月19日付「株式
会社レドックステクノロジーとの開発協業開始のお知らせ」にてお知らせいたしましたように、同社の特許技術が
入った高性能電解槽を当社装置に使った新バージョンに移行し、大幅に精製能力と洗浄水の品質の向上を図ることが
できました。現在製造体制（量産）の整備を計画しており、遅くとも下期中には販売の開始を行います。
　2025年７月17日付「先端技術を駆使した液体レンズ「RYUGU」正式販売開始のお知らせ」で販売の開始をいたしま
した液体レンズ「RYUGU」は、６月11日から３日間開催された「画像センシング展 2025」にて先行展示を行い100社
越えに上るご来場者の皆々様から、大きな反響をいただきました。これは従来のガラスなどで作られるレンズに代え
て特殊な液体を組み合わせたレンズ構造とし、プログラムされた電圧を加えることで厚さ（焦点）を瞬時に制御でき
る製品となります。デモ製品はテレセントリックレンズに組込み、来場した顧客に順次アプローチを行いました。ま
た、当製品は余りに多くの反響をいただきましたので、本年９月15日から３日間にわたり、パシフィコ横浜（横浜市
西区みなとみらい１-１-１）にて開催されるSSDM（国際固体素子・材料コンファレンス）への出展を計画しておりま
す。

　「WTS-CT130」 マイクロCT、X線照射3D断層撮影検査装置に関しまして、2024年12月のセミコンショーにおいて、

多くの顧客からデモのご依頼を受けました。2024年から引き続き、顧客立合いのもと、顧客による「持込み試料」に

ついて、X線によるデモを実施しております。
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財務施策

　財務面については、事業拡張を考えた財務戦略として財務基盤を強化する目的のため、2024年10月31日付取締役会
の決議において、GFA株式会社を割当先とする10,000千株の第三者割当による第12回新株予約権（行使価額修正条項
付）の発行を決議し、同年11月20日付で第三者割当による第12回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行に係る払
込完了が行われ、順調に行使が進み2025年７月22日付で、すべての行使が完了、合計約８億円の調達をしておりま
す。なお、一部資金使途及び支出予定時期の見直しをしております。今後とも新規開発、営業並びに新規事業方面で
の資金需要を鑑み、機動的なファイナンスを計画するとともに有力半導体検査周辺機器メーカーやパワー半導体専門
メーカーなどのM&Aも計画し、日本市場においても注目を集める検査分野への進出を目指し、資本提携や協力体制を
積極的に進め、新規市場参入を加速し対応可能検査範囲の拡充、収益基盤固めに取り組んでまいります。
　また必要に応じ当社のグループ企業あるいは金融機関等からの借入を計画し、事業成長に資する資金確保について
の施策を継続的に検討実施してまいります。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2025年１月１日～2025年６月30日）におけるWSTS世界半導体市場統計は、前年比+11.2%と二

桁成長が維持されるものと予測されておりました。AIに関連するデータセンター投資の恩恵を受けるメモリー製品や

ロジック製品（SoC）については高成長をすると予測されておりました。しかし、ふたを開けてみると、世界半導体

市場統計（WSTS）の2025年６月３日（火）15:00 公表の資料では、当社の主市場であるAI関連以外では年初予想から

下方修正され、当該市場は中国の補助金政策により足下はスマートフォンや家電向けなどで押し上げ要因が見られる

ものの、アメリカ発の関税問題や輸出規制を含む地政学的リスクの高まりなど不透明要素が多いことから、通年では

弱含んだ予測となりました。

　同様に、SEMI（本部：米国カリフォルニア州）によると後工程装置は、力強い回復を継続すると予想されていま

す。半導体テスト装置の売上高は、2024年に前年比20.3%という力強い成長を記録した後、2025年にはさらに23.2%増

加し、過去最高の93億ドルに達すると予測されています。組立及びパッケージング装置の売上高は、2024年に25.4%

増加しており、2025年には7.7%増加して54億ドルに達すると予測されています。この成長は、主にAI及び高帯域幅メ

モリ（HBM）半導体に対する厳しい性能要件によって牽引されています。しかしながら、このセグメントの成長は、

民生用を始めとした、自動車、産業向けなどの最終市場の継続的な低迷によって部分的に相殺されてしまうとのこと

です。

　上述のように台頭が著しいAI関連を除くと、１月から３月にかけては動きが大きくありませんでした。当初の目論

見では４月から６月にかけて半導体市場の本格回復を期待しておりましたが、半導体製造工場各社の製造装置稼働率

の状況は、上述の状況が裏打ちするように、依然力強さに欠けることとなり新規設備投資に関し慎重な姿勢を見せ、

昨年に続き様子見の状況が続いております。2025年度の半導体市況として、AI以外の分野（民生、産業、車載）にお

いては、依然として地政学的リスクの影響が大きく、特にスマートフォンや家電、車載向け半導体の回復は国家間の

政策の影響が強く表れている状況といえます。

　しかし、そのような中ではありますが現場の声としましては、顧客の状況は新規投資には慎重さはあるものの上昇

に向かいつつあり、概ね下期以降に発売が予定されるスマホやPCから順次新機能が搭載されることから、工場の稼働

率の正常化、新規投資も計画が持上がる等、前向きな状況も見えつつあります。

　当社としましては、足元で注力する中国・台湾の半導体市場の状況を踏まえ、当中間連結会計期間における市場の

上昇機運は予想に反し弱かったものの、下半期に向け社内の体制を整え、引続き顧客のニーズを取り込んだ、既存装

置の改良、改善そして次世代デバイス向けテスト技術の開発を継続することで、2025年後半から2026年に続く上昇が

予想される当該市場に注力してまいります。

　以上のように、2025年下半期以降では回復の兆しが叫ばれるものの、当中間連結会計期間中となった2025年上半期

では、同市場における新規設備投資に半導体製造工場各社は慎重さを見せ、期待どおりの受注にはいたりませんでし

た。

　この結果、当中間連結会計期間の当社グループの売上高は148,316千円（前年同期比37.5％減）、営業

損失376,817千円（前年同期は営業損失251,542千円）、経常損失377,165千円（前年同期は経常損失210,865千円）、

親会社株主に帰属する中間純損失408,251千円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失219,790千円）となりま

した。

 

 

EDINET提出書類

ウインテスト株式会社(E02083)

半期報告書

 6/28



(2）財政状態に関する説明

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度に比べ21,952千円増加し、1,193,345千円

（前連結会計年度末比1.9％増）となりました。この主な要因は、仕掛品が60,205千円減少し、また原材料が148,026

千円減少したものの、現金及び預金が232,849千円増加したことによるものです。

　固定資産は、前連結会計年度に比べ318千円減少し、23,589千円（前連結会計年度末比1.3％減）となりました。こ

の主な要因は、投資その他の資産のその他が318千円減少したことによるものです。

（負債）

　流動負債は、前連結会計年度に比べ177,472千円減少し、199,159千円（前連結会計年度末比47.1％減）となりまし

た。この主な要因は、返済により短期借入金が100,000千円減少したこと、買掛金が56,597千円減少したことによる

ものです。

　固定負債は、前連結会計年度に比べ8,286千円減少し、110,453千円（前連結会計年度末比7.0％減）となりまし

た。この主な要因は、資産除去債務が8,659千円増加したものの、長期借入金が16,449千円減少したことによるもの

です。

（純資産）

　純資産は、前連結会計年度に比べ207,393千円増加し、907,322千円（前連結会計年度末比29.6％増）となりまし

た。この主な要因は、親会社株主に帰属する中間純損失408,251千円を計上したことにより、利益剰余金が408,251千

円減少したものの、新株予約権の行使により資本金及び資本準備金がそれぞれ324,739千円増加したことによるもの

です。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて

232,849千円増加し、当中間連結会計期間末には323,552千円となりました。

　当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は237,745千円（前年同期は、168,936千円の減少）となりました。これは主に、

売上債権の減少額57,973千円、棚卸資産の減少額139,808千円により資金の増加があったものの、税金等調整前中

間純損失407,004千円等による資金の減少があったことによるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は29,838千円（前年同期は、該当はありませんでした）となりました。これは無

形固定資産の取得よる支出29,223千円があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果増加した資金は524,654千円（前年同期は、83,749千円の増加）となりました。これは主に新株

予約権の行使による株式の発行による収入640,354千円があったことによるものです。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更はありま

せん。

 

(5）研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発活動の金額は101,401千円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年８月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 52,993,100 53,641,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数100

株

計 52,993,100 53,641,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当中間会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が次のとおり行使され

ております。

 
中間会計期間

（2025年１月１日から
2025年６月30日まで）

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予

約権付社債券等の数（個）
79,340

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 7,934,000

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 80

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 640,354

当該中間会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数の累計（個）
93,521

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の交付株式数（株）
9,352,100

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
78

当該中間会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等に係る累計の資金調達額（千円）
733,174
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(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年１月１日～

2025年６月30日

(注)１

7,934,000 52,993,100 324,739 1,999,158 324,739 1,999,158

(注)１. 当社は、当中間連結会計期間中に、第三者割当の方法による第12回新株予約権（行使価額修正条項付）の権利行

       使による新株発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ324,739千円増加しております。

   ２．当中間連結会計期間の末日以降、2025年７月22日までに第12回新株予約権（行使価格修正条項付）の全部行使が

       行われました。

  新株予約権の行使により発行した株式の概要は以下のとおりであります。

 (ⅰ)行使された新株予約権の個数 ：6,479個

 (ⅱ)増加した株式の種類及び株式 ：普通株式　647,900株

 (ⅲ)資本金の増加額：30,499千円

 (ⅳ)資本準備金の増加額：30,499千円

       以上より、2025年８月14日現在の発行済株式総数は53,641,000株、資本金は2,029,658千円、資本準備金は

       2,029,658千円となっております。

　　３. 2024年10月31日付「有価証券届出書」、2024年11月14日付「有価証券届出書の訂正届出書」及び2024年11月20日

　　　　付「有価証券届出書の訂正届出書」にて公表いたしました「第一部 証券情報 第１ 募集要項 ２ 新規発行によ

　　　　る手取金の使途 （２）手取金の使途」につきましては、2025年７月31日付「第12回新株予約権の行使完了に伴

　　　　う金額及び支出予定時期の変更に関するお知らせ」にて公表しておりますように、資金使途の内容を変更してお

　　　　ります。

  (1) 変更の理由

       本新株予約権による当初調達予定金額と実際に調達した金額との間に乖離が生じておりますので、各使途への充

       当時期を踏まえ、金額と支出予定時期の見直しをいたしました。

  (2) 変更の内容

       資金使途の変更の内容は以下のとおりであります。（変更箇所は下線で示しております。)
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（変更前）

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

①　次世代先端システムWTS-9000シリーズデモ機の製造と各営業拠

点への設置又は各顧客向けベンチマーク費用
200,000 2025年１月～2025年12月

②　国内向けアナログ・デジタル・パワー検査装置開発費用 100,000 2025年１月～2026年12月

③　技術者増強（技術営業、デジ・アナ開発、サポート） 40,000 2024年11月～2025年６月

④　ＩｏＴヘルスケア製品量産化、販売チャンネル開拓費用 50,000 2024年11月～2026年12月

⑤　自重補償機器製品量産化、販売チャンネル開拓費用 100,000 2024年11月～2026年12月

⑥　水素ナノバブルイオン量子水生成器製造及び水素ナノバブルイ

オン量子水販売チャンネル開拓費用
10,000 2024年11月～2026年12月

⑦　その他運転資金 204,915 2024年11月～2025年10月

計 704,915  

 

（変更後）

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

①　次世代先端システムWTS-9000シリーズデモ機の製造と各営業拠

点への設置又は各顧客向けベンチマーク費用
200,000 2025年１月～2025年12月

②　国内向けアナログ・デジタル・パワー検査装置開発費用 100,000 2025年１月～2026年12月

③　技術者増強（技術営業、デジ・アナ開発、サポート） 40,000 2024年11月～2025年12月

④　ＩｏＴヘルスケア製品量産化、販売チャンネル開拓費用 50,000 2024年11月～2026年12月

⑤　自重補償機器製品量産化、販売チャンネル開拓費用 100,000 2024年11月～2026年12月

⑥　水素ナノバブルイオン量子水生成器製造及び水素ナノバブルイ

オン量子水販売チャンネル開拓費用
10,000 2024年11月～2026年12月

⑦　その他運転資金 298,000 2024年11月～2025年12月

計 798,000  
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(5)【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

Wuhan Jingce Electronic Group

Co., Ltd.

( 常任代理人 三田証券株式会社

取締役社長 門倉 健仁 )

11th Floor, Building 1, 48# (Beigang

Industrial Park), Shucheng Road,

Hongshan District, Wuhan City, Hubei

Province, PRC

( 東京都中央区日本橋兜町３番１１号 )

20,000,000 37.74

RAKUGEN OVERSEAS INTERNATIONAL

(HK) LIMITED

（ 常任代理人 三田証券株式会社

代表取締役社長 門倉健仁）

Room 1003, 10/F, Tower 1, Lippo Centre,

89 Queensway, Admiralty, Hong Kong

（ 東京都中央区日本橋兜町３番１１号 ）

3,669,000 6.92

大畑 雅稔 静岡県静岡市清水区 1,253,600 2.36

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番２１号 1,145,300 2.16

PHILLIP SECURITIES (HONG KONG)

LIMITED

( 常任代理人 フィリップ証券株式

会社 代表取締役社長 下山均 )

UNITED CTR 11/F,QUEENSWAY

95,ADMIRALTY,HONGKONG

( 東京都中央区日本橋兜町４－２ )

782,100 1.47

INTERACTIVE BROKERS LLC

（ 常任代理人 インタラクティブ・

ブローカーズ証券株式会社 代表取

締役 ケリガンダニエル）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,

CONNECTICUT 06830 USA

（ 東京都千代田区霞が関３丁目２番５号 ）

757,900 1.43

UBS AG HONG KONG

( 常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店 カストディ業務

部長 石川　潤 )

AESCHENVORSTADT 1 CH-4002 BASEL

SWITZERLAND

( 東京都新宿区新宿６丁目２７番３０号 )

750,000 1.41

村上　栄 大阪府大阪市住之江区 500,000 0.94

株式会社ＳＢＩ証券　 東京都港区六本木１丁目６番１号 403,281 0.76

小熊　雄二郎 新潟県新潟市中央区 307,900 0.58

計 － 29,569,081 55.79
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,984,200 529,842 －

単元未満株式 普通株式 8,900 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  52,993,100 － －

総株主の議決権  － 529,842 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
 

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人アリアによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 90,703 323,552

受取手形 291 907

売掛金 88,595 30,006

商品及び製品 33,534 97,279

仕掛品 597,773 537,568

原材料及び貯蔵品 316,844 168,817

前渡金 2,618 8,953

未収消費税等 26,620 14,102

その他 14,410 12,158

流動資産合計 1,171,393 1,193,345

固定資産   

有形固定資産   

建物 8,182 16,777

減価償却累計額 △8,182 △16,777

建物（純額） － －

車両運搬具 8,885 8,885

減価償却累計額 △8,885 △8,885

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 181,952 181,952

減価償却累計額 △181,952 △181,952

工具、器具及び備品（純額） － －

有形固定資産合計 － －

投資その他の資産   

その他 23,908 23,589

投資その他の資産合計 23,908 23,589

固定資産合計 23,908 23,589

資産合計 1,195,301 1,216,935

 

EDINET提出書類

ウインテスト株式会社(E02083)

半期報告書

14/28



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 100,526 43,929

短期借入金 100,000 －

１年内返済予定の長期借入金 32,064 32,064

未払金 90,980 61,895

未払法人税等 2,476 3,313

契約負債 28,023 19,969

その他 22,560 37,987

流動負債合計 376,632 199,159

固定負債   

長期借入金 104,902 88,453

リース債務 7,228 6,730

資産除去債務 6,609 15,269

固定負債合計 118,740 110,453

負債合計 495,372 309,612

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,674,419 1,999,158

資本剰余金 1,960,905 2,285,644

利益剰余金 △3,129,016 △3,537,267

株主資本合計 506,308 747,535

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 174,782 150,340

その他の包括利益累計額合計 174,782 150,340

新株予約権 18,837 9,447

純資産合計 699,928 907,322

負債純資産合計 1,195,301 1,216,935
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(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 237,415 148,316

売上原価 116,772 162,378

売上総利益又は売上総損失（△） 120,642 △14,062

販売費及び一般管理費 ※１ 372,185 ※１ 362,755

営業損失（△） △251,542 △376,817

営業外収益   

受取利息 67 97

為替差益 46,363 －

補助金収入 － 1,151

その他 1,129 660

営業外収益合計 47,560 1,909

営業外費用   

支払利息 6,270 1,907

支払手数料 353 327

その他 259 23

営業外費用合計 6,882 2,257

経常損失（△） △210,865 △377,165

特別損失   

減損損失 ※２ 7,686 ※２ 29,838

特別損失合計 7,686 29,838

税金等調整前中間純損失（△） △218,551 △407,004

法人税、住民税及び事業税 1,238 1,247

法人税等調整額 － －

法人税等合計 1,238 1,247

中間純損失（△） △219,790 △408,251

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △219,790 △408,251
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

中間純損失（△） △219,790 △408,251

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 47,811 △24,442

その他の包括利益合計 47,811 △24,442

中間包括利益 △171,979 △432,694

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △171,979 △432,694

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △218,551 △407,004

減価償却費 163 8,595

減損損失 7,686 29,838

製品保証引当金の増減額（△は減少） △552 －

受取利息及び受取配当金 △67 △97

支払利息 6,270 1,907

売上債権の増減額（△は増加） 76,612 57,973

棚卸資産の増減額（△は増加） △16,603 139,808

前渡金の増減額（△は増加） 3,280 △6,334

仕入債務の増減額（△は減少） △12,737 △53,936

未払又は未収消費税等の増減額 △8,675 12,517

その他 2,916 △16,731

小計 △160,257 △233,463

利息及び配当金の受取額 67 97

利息の支払額 △6,270 △1,907

法人税等の支払額 △2,476 △2,476

法人税等の還付額 0 4

営業活動によるキャッシュ・フロー △168,936 △237,745

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △614

無形固定資産の取得による支出 － △29,223

投資活動によるキャッシュ・フロー － △29,838

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 100,000 －

短期借入金の返済による支出 － △98,688

長期借入金の返済による支出 △16,032 △16,449

リース債務の返済による支出 △218 △561

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 640,354

財務活動によるキャッシュ・フロー 83,749 524,654

現金及び現金同等物に係る換算差額 28,596 △24,220

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △56,591 232,849

現金及び現金同等物の期首残高 361,665 90,703

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 305,074 ※ 323,552
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社グループは、前連結会計年度において、前々年度から続いている半導体のダブつきと民生半導体の需要減に

よる工場稼働率の低迷が長引いたことの影響を受け、売上・受注時期がずれ込み、売上高は417,090千円となりま

した。また、資産の健全性を確保するために棚卸資産の評価損を計上したことに伴い、売上原価が増加し、営業損

失1,083,829千円、経常損失は1,094,080千円、親会社株主に帰属する当期純損失1,105,888千円を計上いたしまし

た。また、営業キャッシュ・フローは、662,304千円のマイナスとなりました。

　前連結会計年度においては、AI関連半導体が集中する米州が前年比45.2％増と突出した成長となり、1,951億

2,300万米ドルに達したのにひきかえ、非AI領域市場に偏重する日本を含むアジア、欧州の成長は前年比8.1％減と

伸び悩みました。この状況を受け当社の注力する中国・台湾市場においては、多くの半導体製造工場で生産調整か

ら新規設備投資を凍結しておりました。当中間連結会計期間においては、１月から６月において（主に2025年１月

から３月の半ば頃から）多くの半導体生産工場は、生産調整を終了し正常化に向けて装置稼働率も順次上昇してお

ります。当社としては、このように装置稼働率が戻りつつあることを受け、４月から６月にかけて半導体市場の本

格回復を期待しておりましたが、半導体製造工場各社の製造装置稼働率の状況は、力強さに欠け新規設備投資には

依然として慎重な姿勢が崩れず、未だ様子見の状況が続いております。2025年６月のEETIMES社の分析（データは

世界半導体市場統計「WSTS」）によると、2025年の半導体市場は２桁成長が期待されるものの当社が所属する「非

AI領域」は地政学リスクの影響が色濃く弱含みとの予測が続いております。2025年度の半導体市況として、具体的

には、世界半導体市場全体では前年比11.2％増の7,008億7,400万米ドルに達する見込みではありますが、主には生

成AI関連半導体の底上げの要因となっており、一方、AI以外の分野（民生、産業、車載）においては、米国の関税

政策リスクの影響も無関係ではなく、特にスマートフォンや家電、車載向け半導体の回復は国家間の政策に左右さ

れる面があるとし、通年では依然弱含みとした予測であります。そのような中、当社がビジネスを展開する市場領

域における顧客の状況は、いまだ新規投資には慎重さはあるものの徐々に上昇に向かいつつあり、概ね下期以降に

発売が予定される次世代スマホやPCから順次新機能が搭載されることから、工場の稼働率の正常化、新規投資が期

待されつつあります。

　以上より、当中間連結会計期間の売上高は148,316千円にとどまり、営業損失376,817千円、経常損失377,165千

円、親会社株主に帰属する中間純損失408,251千円を計上しております。また、営業キャッシュ・フローは、

237,745千円のマイナスとなりました。

　上記のとおり、継続的な営業損失及び営業キャッシュフローのマイナスが発生している状況にあり、当社グルー

プには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社グループはこうした状況を早期に解消又は改善すべく、以下の対応策を継続して実施しております。

 

事業施策

１．市場動向と中国市場での営業活動について

　2024年度大きく期待された半導体市場の回復はAI関連の大きな躍進が目立ちましたが、上述のように当社が所属

する「非AI領域」は力強さが無く低迷いたしました。各半導体生産工場の装置稼働率は昨年に比較し上昇しており

ますが、上昇幅は限定的となっております。足もとの2025年１月から６月の市場の情勢としては、AI関連は順調に

推移したものの、民生、産業やEVに関しては内燃機関からの移行機運の出鼻を挫くEV離れが発生、車載関連半導体

までも含む各社の製造装置稼働率は大きく低迷、市場は力強さを欠き、特に新規設備投資は様子見の状況が続きま

した。従いまして、顧客の状況は、新規投資に依然として慎重さはありますが、上述のように次世代情報端末の発

売に向け、半導体チップの需要は上昇基調にあり、工場の稼働率の正常化、新規投資の計画も顧客から少しずつ聞

こえてくるなど年後半に向けて前向きな状況となりつつあります。

　当社グループが「主力装置」と位置付けるディスプレイ・ドライバーIC検査装置は、液晶パネルに使われるディ

スプレイ・ドライバーIC（ディスプレイに絵や文字を表示するIC）の検査に使用されており、また、それら情報機

器ではディスプレイ・ドライバーICだけではなく、当社が得意とするCMOSイメージセンサーICと検査用高精度光源

装置（TOF機能搭載）、制御用ロジックICなど多種にわたる周辺半導体デバイスが使われております。現状、足元

では上述のように新規設備投資は足踏み状態が続いておりますが、中期的には需要も戻り更に大きな伸びが期待さ

れる分野です。

　当社市場領域においては、米国トランプ政権の関税政策等に世界が揺さぶられている状況ですが、地政学的な状

況を勘案してもなお、現状においては、半導体の製造工場数や製造量で中国市場を無視できない状況です。当社と

しては引続き中国半導体市場をメインターゲットとした販売戦略を推し進めてまいります。新戦略として、2025年

初頭から推し進めている中国の当社グループ関連企業との開発、製造並びに営業活動においてより密接に連携を取

り、顧客における新規投資のタイミングを逃さず中国市場攻略を進めてまいります。
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　また、当社の100%中国製造子会社「偉恩測試技術（武漢）有限公司」（以下、「ウインテスト武漢」という。）

の営業体制を見直し、上述のように、当社グループ会社の営業力を活用し中国・台湾において、グループ力による

受注を強化します。また、営業とアフターサポートセクションである「テスト技術部」との情報共有を促進し、よ

り顧客に寄り添った営業活動を図ってまいります。工場運営では、現地出張を含む積極的な日本からの応援を行

い、顧客対応力（クレーム解決力）の強化、更なる最終組立工程の製造品質の向上に取り組み、中国国内市場への

深耕を図ってまいります。

　上述のような理由から、当中間連結会計期間においては、受注は低迷いたしましたが、当社のハイエンド主力検

査装置「WTS-577SX」並びに普及版の「WTS-577SR」、そしてフラッグシップとなる3,500チャンネル越えの能力を

持つ「WTS-9000」を主軸として市場攻略をしてまいります。なお、受注済み案件は下期中の売上を予定しておりま

す。

 

２．技術開発の強化

　先端ロジック半導体検査装置に搭載される先進機能（I/O 1024チャンネル、デジタルスピード1.6Gbps）に関し

ては、2024年12月のセミコンショーにて発表をいたしましたWTS-577SX、WTS-9000等に注力したため、現状一時ス

トップさせ、予定を遅らせておりますが、次世代LCDデータキャプチャーボードとともに2025年中に再度スタート

をかけ直し、2026年度上半期中には販売の開始を計画しております。また、引続き次世代向け機能として超高速デ

ジタルパターンスピード発生装置USDRとして4.0Gbpsを発生する高速リソースの開発は継続中ですが、2026年夏ま

でには開発を終了し、顧客への提供を開始する予定です。

　また、新たな収益の柱を構築するための成長戦略として、AI関連分野に直接結びつき引続き、市場拡大が見込ま

れるシステムオンチップ(SoC)市場に進出するために、当社グループがこれまで培ってきた検査技術や画像処理技

術、高精度センサー技術、データ解析技術を応用し、且つ当社並びにウインテスト武漢の技術陣に加え、当社グ

ループ企業との開発連携を行い実現いたします。

　パワー半導体向け検査装置の市場は一時的なEV離れにより停滞気味ですが、中長期的には、今後とも安定的な伸

びが期待できる分野です。現在2026年末を目途に設計と開発に日々邁進しております。

　また国内市場に目を向けると、汎用デジタル市場の検査分野、ハイエンドCMOSイメージセンサー分野、そして

2027年までにデバイス検査の新たなアプローチとして注目の集まるSLT（システムレベルテスト）に対応する検査

装置の開発を有力顧客との連携のもとに完了いたします。

 

３．隣接領域の展開と製品化

　特許である自重補償機構技術（以後、「MGC技術」と言う）を使ったトラック用テールゲートリフターについて

は、慶應義塾先端科学技術研究センターと共同開発を進めており、最終段階に入っております。これは、昨年に話

題となった2024年問題で揺れる「物流業界」において、主流となっているテールゲートパワーリフター（重量物荷

役補助装置）に代えて、モーターや油圧を利用せず安価に利用できる荷役装置としての実用化を行うものです。並

びに同MGC技術を使った昇降機能付き台車の製品化を考えており、2025年10月26日に開催される全日本トラック

ショーに展示することを目標に開発製造を進めております。

　株式会社TAOS研究所と連携のもと進めております脈波（BCG,ECG)を利用したヘルスケア管理システムは、バイタ

ルセンサー部分に新型のものを採用し改善を行い、病院で取る心電図相当のデータ取得を可能とするなど、検査精

度の向上、分析機能の改善改良と強化を進めております。なお、一部機能につき現在最終の実装を行っており、量

産の準備を行っており、８月より量産に入る計画です。ただし、当初は生産数量の関係があるため、販売方法に関

しましては一部の有力代理店を通じた販売方式を考えております。

　次に当社独自で進めておりました水素ナノバブルイオン洗浄水製造装置に関しましては、2025年６月19日付「株

式会社レドックステクノロジーとの開発協業開始のお知らせ」にてお知らせいたしましたように、同社の特許技術

が入った高性能電解槽を当社装置に使った新バージョンに移行し、大幅に精製能力と洗浄水の品質の向上を図るこ

とができました。現在製造体制（量産）の整備を計画しており、遅くとも下期中には販売の開始を行います。

　2025年７月17日付「先端技術を駆使した液体レンズ「RYUGU」正式販売開始のお知らせ」で販売の開始をいたし

ました液体レンズ「RYUGU」は、６月11日から３日間開催された「画像センシング展 2025」にて先行展示を行い

100社越えに上るご来場者の皆々様から、大きな反響をいただきました。これは従来のガラスなどで作られるレン

ズに代えて特殊な液体を組み合わせたレンズ構造とし、プログラムされた電圧を加えることで厚さ（焦点）を瞬時

に制御できる製品となります。デモ製品はテレセントリックレンズに組込み、来場した顧客に順次アプローチを行

いました。また、当製品は余りに多くの反響をいただきましたので、本年９月15日から3日間にわたり、パシフィ

コ横浜（横浜市西区みなとみらい１-１-１）にて開催されるSSDM（国際固体素子・材料コンファレンス）への出展

を計画しております。

 

 

　「WTS-CT130」 マイクロCT、X線照射3D断層撮影検査装置に関しまして、2024年12月のセミコンショーにおい

て、多くの顧客からデモのご依頼を受けました。2024年から引き続き、顧客立合いのもと、顧客による「持込み試

料」について、X線によるデモを実施しております。
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財務施策

　財務面については、事業拡張を考えた財務戦略として財務基盤を強化する目的のため、2024年10月31日付取締役

会の決議において、GFA株式会社を割当先とする10,000千株の第三者割当による第12回新株予約権（行使価額修正

条項付）の発行を決議し、同年11月20日付で第三者割当による第12回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行に

係る払込完了が行われ、順調に行使が進み2025年７月22日付で、すべての行使が完了、合計約８億円の調達をして

おります。なお、一部資金使途及び支出予定時期の見直しをしております。今後とも新規開発、営業並びに新規事

業方面での資金需要を鑑み、機動的なファイナンスを計画するとともに有力半導体検査周辺機器メーカーやパワー

半導体専門メーカーなどのM&Aも計画し、日本市場においても注目を集める検査分野への進出を目指し、資本提携

や協力体制を積極的に進め、新規市場参入を加速し対応可能検査範囲の拡充、収益基盤固めに取り組んでまいりま

す。

　また必要に応じ当社のグループ企業あるいは金融機関等からの借入を計画し、事業成長に資する資金確保につい

ての施策を継続的に検討実施してまいります。

　しかしながら、事業施策及び財務施策の実現可能性は市場の状況、需要動向等の今後の外部環境の影響を受ける

ことから、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

 

　なお、当中間連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を当中間連結財務諸表に反映しておりません。
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（中間連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

役員報酬 18,982千円 21,750千円

給料及び手当 84,011千円 82,646千円

研究開発費 114,443千円 101,401千円

 

※２　減損損失

　当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

 

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日)

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

大阪府大阪市北区 半導体検査装置事業関連資産 リース資産 7,686

当社グループは半導体検査装置関連事業の単一セグメントであるため、事業用資産に区別はなく、１つのグルーピン

グとしております。

　半導体検査装置関連事業においては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスで、今後も収益改善の可能性が

低いと判断した資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は零と見積もっております。

 

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日)

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

神奈川県横浜市 半導体検査装置事業関連資産
ソフトウェア 29,223
車両運搬具 614

　当社グループは半導体検査装置関連事業の単一セグメントであり、事業用資産に区別はなく、１つのグルーピング

としております。

　半導体検査装置関連事業においては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスで、今後も収益改善の可能性が

低いと判断した資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は零と見積もっております。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

現金及び預金勘定 305,074千円 323,552千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 305,074千円 323,552千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

　株主資本の著しい変動

　当社は、当中間連結会計期間に、第三者割当の方法による第12回新株予約権(行使価額修正条項付)

の権利行使による新株発行により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ324,739千円増加し、当中間連結会計期

間末において資本金が1,999,158千円、資本剰余金が2,285,644千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、「半導体検査装置事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 

報告セグメント

半導体検査

装置事業
合計

収益認識の時期

一時点で移転される財又はサービス

一定期間にわたり移転される財又はサービス

 

217,837

19,577

 

217,837

19,577

顧客との契約から生じる収益 237,415 237,415

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 237,415 237,415

 

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

 

報告セグメント

半導体検査

装置事業
合計

収益認識の時期

一時点で移転される財又はサービス

一定期間にわたり移転される財又はサービス

 

129,554

18,762

 

129,554

18,762

顧客との契約から生じる収益 148,316 148,316

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 148,316 148,316
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

１株当たり中間純損失(△) △5円04銭 △7円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失(△)（千円） △219,790 △408,251

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

(△)（千円）
△219,790 △408,251

普通株式の期中平均株式数（株） 43,641,000 521,321,023

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連

結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

新株予約権の行使による増資

　当中間連結会計期間の末日以降、2025年７月22日までに第12回新株予約権（行使価格修正条項付）の全部行使が

行われました。

　当該新株予約権の行使により発行した株式の概要は以下のとおりであります。

(ⅰ)行使された新株予約権の個数 ：6,479個

(ⅱ)増加した株式の種類及び株式 ：普通株式　647,900株

(ⅲ)資本金の増加額：30,499千円

(ⅳ)資本準備金の増加額：30,499千円

　以上より、2025年８月14日現在の発行済株式総数は53,641,000株、資本金は2,029,658千円、資本準備金は

2,029,658千円となっております。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

               2025年８月14日

ウ イ ン テ ス ト 株 式 会 社

　 取　　締　　役　　会 　御中

 

監査法人アリア

東京都港区
 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 茂　　木　　秀　　俊

 

 
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山　　中　　康　　之

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているウインテスト株

式会社の 2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、ウインテスト株式会社及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは、前連結会計年度において、重要な営業損失、

経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、営業キャッシュ・フローは重要なマイナスとなった。また、当中

間連結会計期間も、同様の状況となっている。これらの状況から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に

対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

(注) １.上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２.XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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